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は じ め に
本稿は前稿 「ロシア会計か ら ソビエ ト会計へ」(〔29〕47-8g)の続編 である。
前稿 においては,革 命前 の ロシア会計 と1933年までの ソビエ ト会計について
の史実 をみなが ら,ロ シア会計 の継承 ・改編過程=ソ ビエ ト会計の創出 ・形成
過程を考 察 した。
この考 察から社会主義 会計 の ソビエ ト的特質を明 らかに した。それ は,ま ず,
革命前におけ る ロシア会計 の普及程度は極めて低 く,1917年の10月社会主義革
命後に継承で きえ る資本主義会計は殆 ど無に近 く,し カこも読み書 きのでき るも
のが少な くて大多数 の人 民は会計か ら疎外 され ていた,こ とであ った。つ まり,
資本主義 の胎内で準備 されて社会主義経済へ の移行に とって強力な積粁 として
役だちえる 「社会的 な規模で の生産手段の一般 的な簿記や配分 の 形 態」(〔26〕
782)が未発達で,し か もこれをに ぎって利用 できえ る人民 も数少 なか ったので
ある。
このため ソ連 では,社 会主義建 設に とって不可欠 なもの として レーニンに よ
って繰返 し強調 され た会計 と統制 《yqeTvaKOHTponb》を企業 内で も国 民経 済
レベルで も組織す るとい う仕事 は,い わゆ る 「ブルジ ョア専 門家」を活用す る
ことか ら出発 し,く わ えて一 国社会主義建設 とい う厳 しい困難 な環境の もとで
は,1920年代後半 に先進資本 主義諸 国から若千の会計技法 の批判的摂取を した
とはいえ,も っぱ ら ソ連 自らの努 力で,果 さなけれ ばならなか った。
こうして ソ連 では,10月革命直後 からの国内戦 と干渉戦 の開始に よる 「戦時
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共 産主義期」,荒廃 した経済の復興 をめ ざした1921年か らの 「ネ ップ期」,そし
て経済の工業化をお しす すめた1928年よりの 「第1次5力 年計画期」 とい った,
それぞれ の時期におけ るソビエ ト社会 主義建設の諸問題 に照応 した会計 の諸課
題 を解決 してい った のであ った。
そ こで,前 稿での以上の よ うな考察 をふ まえ て本稿においては,1930年代初
期 から第2次 世 界大戦直前 までの ソビエ ト会計 の史実をみてい くことに したい。
ところで,ソ ビエ ト会計 の発展を 「1917年か ら1930年初期 まで と,1930年初
期か ら今 日まで とい う,根 本 的に異 なる二つの時期に 区分 できる」(〔10〕14)(1}
といわれ るほ ど,1930年代は ソビエ ト会計発達史に とって大 きな節 日の時期で
あ った。 「1930年代初期 までの時期は国民経済におい て社会化 されない 生 産 の
比重がい まだ大 きか った。 このため,経 済発展に関す る資料 をえ るためには,
社会主義企業か らの報告 書の入手 以外 に,特 別 の調査をお こなったが,い まだ
非常に制約 された会計がお こなわれ ていた。 この時期の末期に レー ニンが基礎
をしめ した統一 国民経済計算制度の組織 化に着手 した」(〔10〕14-15)。つ ま り,
1930年代初期には,国 民経済 の二大部門であ る工業部門 と農業部門におけ る社
会 セ クターの確立 と発展に対応 して,簿 記計算,統 計計算,経 営計 算 とい う三
つの計 算を有機的に関連づけ て統一 国民経 済計算を組織す る実践 的課題が提起
され,そ して1930年代末期 には,こ の統一国民経済計 算制度はそれ として確立
をみ るにいた った のであ る。
1930年代初期 から第2次 世界大戦 直前 までの ソ連 は,丁 度,第2次5力 年計
画期(1933-37年)と第3次5力 年計画期(1938-42年,ただし独 ソ戦の勃発で1941年
で中断)に あ った。第2次5力 年計画期は,期 限前に好成績 な達成を した 第1
次5力 年計画のあ とを うけて,す べての工業 を国有化 し,工 業へ先進的設備を
導入 してその生産力を高め,ま た農業の集団化を完成 してその生産力を増 大さ
せ ることに よって,「国民経済 のあ らゆ る部門 の社会主義 的改造が完 成 され,
社会主義がだいたいにおいて建設 された」(〔24〕730)。第3次5力 年計画期は,
第2次5力 年計画期末に建設 された社会主義を もとに して,さ らにすすんだ共
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産主義をつ くる ことを 目標 とした 「ソ連邦史の新 しい時期,社 会主義 の建設 の
完成 と共産主義へ の漸進 的移行の時期 のは じま りであ った」(〔25〕788)が,そ
の第一歩をふみだ した時に,第2次 世界大戦のために中断をみた時期 であ った。
このため,1930年代初期 から第2次 世界大戦直前 までの ソビエ ト会計は.第
2次 と第3次 の各5力 年計画の課題,と くに最新 の技 術に もとついた 国民経済
の全部門の建設 とい う巨大 な課題 を解決するために,国 民経済 と企業経営 の管
理に とって これ まで よりい っそ う正確 で能率的 な用具 とならなければな らなか
った。
この要請 に答 えて,当 時の ソビエ ト会計の前に マズ ドロフに よれば,つ ぎの
ような諸問題 が提起 された といわれ る(〔8〕)ω。 それは,会 計の改善 と報告書
の削減,生 産費計算 と生産物原価計 算の新 しい方法,会 計 バ ランスの改善,ノ
ルマ会計の導入,工 業の収益性向上 と会計,官 庁内財務統制の発展,会 計報告
書 とバランスに関す る規程,基 本建設会計,商 業会計,農 業会計 な どである。
そして これ らの諸 問題を解決 しつつ,1939年には,工 業の収支バ ランス と農業
の コルホーズ簿記形態が承認 され,こ れを基礎 に して統一 国民経済計 算制度が
確立 した。
この ような当時 の ソビエ ト会計の諸 問題を,以 下においてみてい くことに し
よう。
1会 計の改善と報告書の削減
ソビエ ト会計をい っそ う改善 させ る ことは,1934年1月から2月 にかけて開
催 された第17回党大会で決定 された。 とくに党は,会 計 と報告書※の膨大 な形





これ まで改善 され てきた とはいえ,会 計は能率性 と弾 力性をか き,有 効に役
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だつ用具ではい まだ なか ったのである(3)。
重工業人民委 員部は,こ の時期におけ る企業の年度決算状況を調査し,そ の
結果,会 計が企業 経営上 の要求 と合致 してい るところでは,生 産 プログラムと
原価 引下げの課題 は良好に遂行 されて,総 人員数,賃 金 フォソ ド※,職 場費 と
全工場 費の基準等が設定 された計画 ノルマ以下であ ることを強調 し,会 計 のい
っそ うの改善を訴 えた。 また 当時,重 工業 はわずか八 つの機械計算 ステー シ ョ
ンしか もってい なか った(〔8〕12g)。
※賃金フォン ドとは企業(部 門,国民経済)における一定期間の勤労者の賃金総額で
ある(〔7〕145)。
当時の こ うした状況を考 慮 して,重 工業 人民委員部 の中央経理 局は,工 業 企
業 の簿記係につ ぎのよ うな具体 的な課題を与えた(〔8〕12g)。①月次バ ラ ン ス
とその財務指標,報 告原価計算書お よびそ の他 の会計報告書を,企 業では月末


















ら下までの既存 の会計 と報告書の形態を大幅に削減す る指 令を認めた。 党大会
のこの指令を発展 させて,1934年4月27日,ソ連邦人 民委員会議は 「報告書 の
削減について」 《OcokpailleHHIIoTgeTHocTM》の決議を承認 した(〔8〕130)。こ
の決議では,企 業 と組織 の既存の定期報告書※は官僚的で極め て過剰であ るこ
とが強調 されて,企 業の経営管理のために利用 されない よ うな報告書のすべ て
の形態あ るいはその個 々の部分 を取除 くこと,と りわけ報 告書 を 目的にそ って
正し く分類 して作成す ること,ま た報告書の提 出先の数を最大限に減少 させ る
ことを提案 した。 この提案を うけ て各人民委員 部 と中央の諸機関は,既 存の会
計 と報告書を再検討 して,で きるだけ簡略化す る課題 を負い,1934年7月15日
までに新 しい形態を ソ連邦人民委 員会議に提出 して承認を うけ ることとなった。
※定期報告書 とは年度報告書と対比されるもので,月次報告書と四半期報告書をい う
(〔7〕91)。
また,ゴ ス プランの国民経済計算 中央管理 局 も,各 人民委員部 を会計 と報告
書のい っそ うの改善問題に引 きつける ことを 目的 として,企 業 におけ る第1次
的計算※の形態 の改善に関す る基本指令を作成す ることを決定 した。 この決定
に もとつ く主要 な人 民委員部での定期報告書の再検討は1934年末 までに終 了し,
再検討の成果 は国民経済計算中央管理 局 とソ連邦人民委員会議 で 討 議 さ れ た
(〔8〕130)。討議の結果,① 国民経済 計算中央管 理局の許可 なしに,報 告書の新
規形態を採用 した り,個 々の指標や形態 を変更す ることの禁止,② 政府認可 の
指標総数を増大 させ ることの厳禁,③ 報告 書の形態 とそれを経済制度 のすべ て
の環で利用す る ことに関す る訓令は ソ連邦 ゴスプラソの国民経済計算中央管理




ソ連邦人民委員会議 の決議は,各 人民委員部で認め られてい ない,ま た 国民
経済計算中央管理局で許可 されてい ない不適応な形態を採用 して報告 書を増大
させ ている者に対抗 し,こ れに違反 した人には責任 を もってもら うことに した。
なお当時,基 本建 設会計に も多 くの欠点があ った。建設業 では,当 然組織 さ
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れ てい るべ き最低限 の会計す らもな く,報 告 書の提 出期 日も違反 していた。 こ
のた め,建 設状況 とその質的指標につい ての会計 を改善す ることが要 求されて,
1934年末には基本建設 の報告書は改善 された(〔8〕13i)。
こうした一連 の国民経済の個 々の部門における既存の報告 指標 を減少 させ る
活動は一定の成果をあげたω。
報告書の点 での国民経済計算中央管 理局の主要 な任務は,会 計バ ラソス と勘
定計画を統一 し改善す ることであ った。 このため,国 民経済計 算中央管理局は,
科 目数 を最小限にお さえた当面 の簿記の勘定科 目名を作成 し,ま たバ ランスの
形態,固 定資産 の動態に関す る報告書 も改善 した(亡8〕131)。こ うして 会 計 報
告書についての全体 の業務はいちじるし く改 良された。
1935年1月13日,ソ連邦人 民委員会議は,さ きの34年4月27日付 の決議 の補
足 として,「企業 におけ る第1次 的計算の制度の簡略化 と形態の削減につい て」
《06y皿po]異eHvallcHcTeMblHcoKpa∬1eHMMΦopMnepBHqHoroygeTaHa
npeJtllpusTli"x》の決議を可決 した(〔8〕131)。この決議 では,① 労働 と賃金,
原価,基 本建設についての第1次 的計算 と証愚書類 の形態は,各 人民委員 部に
よって作成 されたのち,国 民経済計算中央管理局に よって認可 され る こ と(た
だし基本建設についてのそれらの形態は国民経済計算中央管理局独自で作成すること),
②工業 の個 々の部 門におけ る第1次 的計算 と証愚書類の形態は,当 該 の人民委
員部 と官庁 に よって直接認可 され るこ と,③ こ うした仕事 に対す る指導は国民
経済計算中央管理 局に よって なされ る こと,を 規定 した。
こうした会計 と証愚書類 の形態 を簡略化 し削減す る主要な 目的は,① 会計 と
証愚書類の形態 を企業 の経営管理 の要請に より適合 させ ること,② 生産物 の実
際 原価の正確な算定 と実際原価 と計画課題 との対比をお こな うこと,③ 事務的
仕事か ら技術要員を解放 させ ること,④ 倉庫係 と簿記係 での材料計算の重複 を
取除 くこと,に あ った(〔8〕132)。
2生 産費計算と生産物原価計算の新規程
1932年1月の最 高国民経 済会議 の廃止後(〔21〕280),生産計算1こ対す る指導
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はそれぞれ の人民委員部 に よって直接お こなわれ る ようにな った(〔3〕44)。こ
のため,ソ 連邦重工業人 民委員部は,1934年4月2日付指令(No.465)によっ
て,重 工業人 民委員部の工業企業 と トラス ト(連合)に おけ る生産費 の 計 算 方
法 と生産物原価 計算の組成に関す る基本規程を制 定 した(〔8〕132)。こ の 基 本
規程 に よって,1932年に制定 された原価 計算の組成方法は変更 され る ことに な
ったばか りでな く,当 時,会 計 制度 を編成す るにあた って,歴 史的原価 に もと
つ く編成か,そ れ とも標準原価に も とつ く編成か,を め ぐって論争があ った が,
基本規程が制定 され た ことで,歴 史的原価記録に もとつ く会計制度の編成がそ
の後すす め られ てい くことに なった(〔18〕72,〔32〕186)。
新しい指令は,① 生産物 の実際総原価 の算 出期間を最大限に短縮す る こと,
②計算 と原価 計算業務を簡略化す ること,③ 独立採 算制を強化す ること,を 意
図した。 そ こで,基 本規程 は,① 「追加支 出」 と 「追加収入」を取除 く,② 生
産におけ る材料の計画価格 との差異計算を取除 く,③ 独立採算制職場の活動成
果は,そ の職場で製造された生産物の計画原価 といわゆ る 「採算原価」 との対
テ フ ロ
比に よって明らかにす る,④ 明らかにな った活動成果は,「職場 におけ る技 術 ・
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生産 ・財務計画の遂行」勘定 と 「職場の節約 と超過支 出」勘定 で表示す る,⑤
原価計算 の組成期間を短縮す るために,汽 鍵サ ー ビス,電 力サ ー ビスなどの補
助生産サー ビスを過去の月次 平均原価で評 価 す る(ただし機械製造と電気技術等
の半製品は,月 次会計期間の期首の平均仕掛品実際残高で評価す る)こ とを規 定 し た
(〔8〕132-133)◇
だが,指 令 の意図は規程 に多 くの欠点を もっていた ので十分に果す ことがで
きなか った。 このため過 去の原価計算期間の価 格で完成生産物の生産高を 「生
産」勘定で処理す る ことを許 し,こ の ことはバ ラソスの真実性を歪 曲し,職 場
独立採算制 の確立 を妨げて,経 営管理を怠慢に した。
そのため,指ApNo.465は批判を うけて結局廃止 され,原 価 計算問題 の解決
は重工業人民委員部の総管理局で責任を もつ こととなった。
問題 の解決策 として,1937年8月22日,再編成 され た指導的 な人民委員部に
よって再び指令がだ された。それは,1938年11月25日付の重工業人民委員部の
28明 大 商 学 論 叢(166)
指令(No.950),1938年12月13目付の機械人民委員部の指令(No.775a)であ る
(〔8〕133)。
二つ の指 令は,過 去の原価計算期間の価格に よる生産 物の記帳 とい う応急処
理を全廃 し,指 令No.465にあったその他の欠点を完全 に取除いた。 また,指
令No.775aでは原価計算 の先進 的方法 として生産の ノルマ会計へ の移行が必
要であ る と強調した。
しか し残念 なが ら,新 しい指令に も若干 の欠点があ った。そ こには,生 産計
算 と原価計算 の組成 に関しての統一 的な方法論がな く,計 算の方法に誤 りがあ
り,ま た個 々の項 目の名称 が不統一 であった。 これ らの ことは国民経済の個 々
の部門で製 造 され る同 じ生産物の原価比較を不可能に した。重工業 人民委員部
と機械人民委員部 とは同系統の人民委員部であ るに もかかわ らず,そ れぞれの
指令にお いて さえも会計に大 きな不一致があった。重工業人民委員 部の企業で
は多 くの労 力を必要 とす る計算,例 えぽ半製品 の計算が しめ され ていたが,機
械 人民委 員部 の企業では生産費の集計計算※の先進的方法,例 えば半製品 なし
の計算 が推薦 され ていた。 また,二 つ の指令には生産費の計算にお いて部分的
















不一致はその他 の問題について もあ ったが,両 規程 におけ る原価項 目の名称
のこ うした不一致は間接費の配賦計算をいち じるし く複雑に し,こ のため報告
原価計算※の組成を遅 らせた。 そして また計算 の業務量 も増大 させた。 だが こ
うした若干の欠点があったに もかかわ らず,二 つの指令に よって導入 され た こ




なお,こ の時期には生産 におけ る経 営計算※の分野で前進 がみ られた。 そ の
成果は1938年3月19日付 の機械人 民委 員部の指令(No.175)で認め られ た生 産
物(半製品)の 生産高計算 と賃金の決定 に関す る基本規程であ った(〔8〕134)。
これは生産高計算についての最初 の指令 であ り,指 令では生産高計算は生産過
程の下位 の計画化 と密接 な関連を もつ必要があ るこ とが強調 され た。今 日まで
存続してい る行程表 も導入 された。基本規程は,個 別生産 においては作業指図
表を採用す る こと,そ してシ リーズ生産 と大量生産においては月次生産計画に
もとつ く各作業交替組 と作業 グループの交替課題 を職場 と職区に設定す ること,
を規定した。 さらに,① 労働 者から受取 った部品の量 と質 の経営計算は,作 業
グループ別 に作成 された交替 申告書でお こな うこと,② 職場 の簿記係は生産高
ノルマ と賃率を記帳す る義務を負い,こ のため,各 行程 の生産的賃 金の計算 は
交替申告書別にお こなわれ,そ こか ら賃金額は労働者の個人表 に転 記され,賃
金が決算されたのち,交 替申告 書の写 しは作業状況 の報告 とその報告に もとつ




行程表の採用は,下 位 の計画化 の質を高め,職 場の倉庫会計 と仕掛品会計 を
改善 し,証 退書類 の量をいち じるし く削減 させ る とい う好結果を もた らした。
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3会 計バランスの改善
科学的理論に もとついて会計バ ランス※(貸借対照表)を 再編成す る課題 は,
第1次5力 年計画 の採択 と関連 して,最 高国民経済会議 の代表者 も参加した農
労監督人民委員部 の協議会 ですでに1929年8月に提起 され ていた。 このため,
社会主義企業の内容に適合 した会計バ ラソスの型を制定す る 問 題 は,国 定 簿
記係専門家研 究 所 の 『HrB∂通報』 《BecTHHKHHcTHTyTaI'ocyAapcTBeHHNx
6yxranTepoB・sKcnepToB》誌上や 会計担 当者連合 《Opy》のr社 会主義 会 計 の
ために』 《3acoqliallvacTIIuecKMttyqeT》誌 上で創造的な研究が開始 された。す
ぺ ての工業企業 と大部分 の商業企業が社会主義 セ クターに統一 された ことに よ
り,社 会主義経済 と関係 のない多 くの項 目を会計 バ ラソスか ら取除 くことにな
った。 まず1930年の信用改革の結果,会 計 ・ミランスの借方 と貸方 から不要 とな
った多 くの項 目が取除 かれ,同 時に ゴスバンクと企業 との新 しい相互関係を反
映 した特定使途の信用 計算を表示す る項 目が取入れ られ,ま た各種 の債権 と債
務を反映す る特殊 な項 日が導入 された(〔8〕135)。
※会計バラソスとは一定時点における経営資産の在高をその種類別と形成源泉別に分
類しまた貨幣的評価で総括的に反映したものであ り(〔7〕19),貸借対照表をさす。
だが,資 本 《KanvaTaa》とい った よ うなすでに古 くなった用語 も項 目の 名 称
として当時 まだ継続 して利用 され ていた。 このため,一 方 で,そ れを社会主義
経済 の もとで も是認 し ようと考 える論者 もあらわれた し,他 方 で,会 計教科書
や会計の訓令のなかで生産手段,固 定資産,流 動資産 とい った用語を利用 しよ
うと試み る論者 もあらわれた(5}。この とき,ス トゥル ミリンは,1930年の 『ソ
ビエ ト経済概説』 で,「これ まで経験 した時期の 『資本』 の問題 は ソ連 で は な
に よりもわれわれの生産 フ ォン ドの復興 と蓄積 の 問題 と な る」《c・r.CTpyM-
ilnllH,OgepKvacoBeTcKoVagKoHoMMkli,1930,c.65.》と書 き,こ の頃か ら,つ
ま り第1次5力 年 計画期 の中頃から,ソ 連では資本 とい う用 語は生産 フォン ド
《npoH3BoAcTBeHHNVaΦoH丑》 とい う用 語に漸次お きかえ られてい った(〔8〕136)。
資本主義経済の残津を しめす 旧式 の会計用語 を貸借対照 表から取除き,社 会
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主義経済 の条件 に照応 した新 しい構造を もつ貸借対照表 の形態を再編す るさい,
ス トゥル ミリソの労作は大 きな貢献 を した のであ る。
彼は1933年のr会 計 バ ランスの再編成にむけて』《KnepecTpofiKe6yxranTe・
PCKoro6anaHca》でつ ぎの ようにい った。 「会計 バラソスは会 計報告書 の完 成
された もので あるが,そ のなかについ最近 まで多 くの残存 物 とそれに影響 され
た ものを含 んでいた。 それはバ ランスの用語に明白にみ られた。それは例えば
『資本』 とい うカテ ゴ リーの語彙(定 款資本,減価償却資本等々)を非 常に長い 間
大切に維持 していた。 た とえこの用語 がわれわれ の時代の徹底 した社会主義企
業の型に応 じてい るように聞えて も,そ の不適 当性を卒直 に大声 で叫ぶ」(〔4〕
4)。さらに彼は,財 産 《vaMYIL;eCTBO》とい う用 語を会計で利用す ることは正 し
くない,と 主張 し,「簿記係は この場合完全に無学 をあ らわ して,建 築 物 と設
備のみを財産 と呼び,こ うして財産 の組成 からすべての商 品 と材料,貨 幣資産
と信用を一緒に して除外 している」(〔4〕5)と批判 した。
そしてス トゥル ミリンは,社 会主義再 生産の科学的立場 から,貸 借対照表 の














































上記 の内容はそ っ くりそのままで採用 され るこ とはなかったが,新 しい会 計
バランスの再編問題に とって大 きな役割を果 した。
会計 バ ランスの再編 問題 は国家機関で も検討 され てい った。そ して1938年に
は,ソ 連邦財務人民委員部は会計バ ランスの新 しい形態 を最終案 として承認 し,
それ を企業 の財政状態の分析 と自己流動資産の在高 の決定を 日的 として採用す
ることに した(〔8〕137)。この新 しい形態 では貸借対照表 の借方 項 目は,A固
定 資産 と引上資産※,B基 準化資産(自 己資産と信用資産),B大 修繕上の資産,
r決 済上 の資産 とその他の借方項 目に分類 され,ま た貸方項 目は この四つ の借
方項 目に対照 して同じ様に分類 された。 この貸借対照表の構造 は,そ れ 以後 も






第1次5力 年 計画の開始 とともに,す べての国民経済部門で計画原理 を広範
に採用す ることが重視 され てきた。 と くに会計は,簡 略化 され るだけでな く,
同時に生産 計画 と密接 な関連を もって計画課題 の遂行に とって実際に役 だつ管
理用具 とな る必要があ った。 これ と関連 して ソ連では,① 革命前の ロシア時代
に普及 していた実務経験 の継承,② 革命後(1925年)の原価の ノル マ化 を 提 案
したル ダノフスキーの見解,③ ア メ リカの標準原価計算の経験か らの批 判的摂
取,と い う三つ の源泉に よって(〔9〕107,〔14〕25,〔15〕9),ノル マ会計※を開
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発 した⑥。 そ して,レ ニングラー ドとモス クワの多 くの先進 的工業企業では会
計の効率を高め分析を深め るために,費 用 の ノル マか らの差異を経常的に計算
しノルマ原価※※を活用 して生産物 の実際原価を算定す るノル マ会計 方 法 が 導
入され てい った。
※ ノルマ会計 とは先進的当座 ノルマで個々の生産費を算定 して ノル マとの差異 を明 ら
かにする会計方法であ り,こ の場合,実 際原価は ノル マ原価,当 座 ノルマ差異(節 約
一,超 過+),各 費用項 目の ノルマ改訂差異にもとついてつ ぎの ように計 算 され る。
実際原価=ノ ルマ原価±当座 ノルマ差異± ノルマ改訂差異(〔3〕45)。
※※ノル マ原価 とは月初の生産費 ノルマに もとついて算定 された原価 であ り,普通,
製品,部 品,組 部品に対して設定 され,生 産費 ノルマは月次 ごとに改訂 され る(〔7〕
81)。
1934年3月モス クワで,ソ 連邦 ゴス プランの国民経済計算中央管理局,重 工
業人民委員部お よび 「全 ソ計 算組織」《Coro30prygeT》に よって召集 され た ノ
ルマ会計 の最初の全連邦協議会が開催 された(〔8〕138)。この協議会で は ノル
マ会計はつ ぎのよ うに定義 された。 「ノルマ会計 とは,経 営分析 計 算 と,計 画
からのまた 当座技術 ノルマか らの差 異を計算 して実際生産費を明 らかにす る原
価計算 とを,統 合 した単一 の ソビエ ト生産計算制度 であ る。 この生産計算制度
は,ソ ビエ ト企業で採用 してい るバ ランス計算制度 を構成す る一部分であ り,
フ 　 プロム コ ブイ ン プ ラソテ
物量計算 と価格計算 との統一を し め し て お り,技 術 ・生産 ・財務計画 の達成
に十分役だつ ものであ る。 この制度 は生産組 織 の 改 善 に 大 き く貢 献 す る」
(《naaH》,1934,No.4,c.45.)。
また,協 議会は ノルマ会計をすべ ての企業に導入 させ るため,つ ぎの ような
諸条件の設定を考えた。①経営管理 の年問 日程 計画をたて ること,② すべての
機械,部 品,組 部品の技術 明細書を作成 す ること,③ 主要 材料,器 具お よび補
助生産の技術的支 出 ノルマを設定す ること,④ 倉庫経営 と工場 内運搬を正 し く
組織すること,⑤ 材料 と賃金 の差異発生原因 目録を生産の特徴に従 って作成す
ること,⑥ 職場費 と全工場費の詳細 な見積を作 る こと,⑦ 基本職場 と補助職場
の全製品に対 して計画原価※を設定す ること,⑧ 資材 と基本賃金 の証愚書類を
ノルマの範 囲内別 とノル マか らの差異別 とに区分 して作成す ること。協議会の
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こうした提 言は,工 業企業 での ノル マに よる経営管理の実施 と工場 内計画化の




ノルマ会計は1930年か ら多 くの工業 部門に採用 され てい ったが,し かし第2
次世界大戦前 までは,主 として若干 の大企業のみに(ηそ の原則が普及 したにす
ぎなか った(〔8〕138)。そ して ノルマ会計の蓄積 され てい った実績 は,大 戦 後
の1954年1月に ソ連邦財 務省に よって承認 された基本規程 で総括 された(〔3〕
45)。
5工 業の収益性向上と会計
当時 の ソビエ ト国家の最大 の関心事は,工 業 の収益性 を高め る ことであ った。
1934年9月に開催 された経済活動家会議は,全 工業労働者に対 して,①1コ ペ
ィカた りとも無駄に しない こと,② 独立採算制 と財務規律 を強化す ること,③
原価の引下 げ と社会主義 的蓄積 の増大を不断に実現す る こと,④ 原料,材 料,
燃料を最善 の基準 で支出す ること,⑤ 迅速 で正確 な計算を実施 し,そ の資料 を
系統的に研究 し,そ れ を経営業務 のために利用す ること,を 強調 した声明を採
択 した(〔8〕13g)。
また,重 工業人民委員部は1935年5月10日か ら12日にかけ て,1934年度の工
業 のバ ラソスを審議す る会議を もち,「補助金 なしで出倉価格の範 囲内 で 収 益
をあげ ること」を ア ッピールした。 この総会に 出席 した重工業人民委員オルジ
ョニキーゼは,「簿記係は ソビエ ト工業の大人物 の一人でなけれ ばならず,……
経営 を どの ようにお こな うかを工場長に毎 目,毎 月,報 告す る工場長に とって
身近な補佐役 となる必要が ある。 今 日,非 常に立派 なバランス といわれ るもの
は,質 と,技 術的係数 と,屑 物 と,プ ログラムの達成 と,利 潤 と,損 失 と,パ
ラソスに含 まれ るすべ ての ものを把握 した ものであ る。われわ れは この よ うな
バ ランスをい まだ もってい ないが,た だちに もつ ことは貴重であ り,… … グラ
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フ クで も会 計 を組 織 す る こ と は 必 要 で あ る」(r,K.OPAXOHHKHA3e,CTaTsnH
pegllBAByxToMax,T・2,1957,c.662-663.),と演説 した(〔8〕13g-140)。
こ うして,生 産 の収 益 性 向上 のた め の強 力 な経 営 管 理用 具 としの会 計 を工 業
で組 織 す る こ とは,時 が た つ に つ れ て ます ます 重視 され て い った の であ る。
6官 庁内財務統制の発展
当時,企 業 と組織 を管轄す る官庁は,会 計を とおして傘下の企業 と組織の経
済活動に対す る管理 を強めるため に,つ ぎの ような施策を とった。
1936年4月15日,ソ連邦人民委員会議は 「施設,企 業,経 済組織お よび 建
設の官庁内財務統 制 と証 愚 書 類 監 査 に つ い て」 《OBHYTpMBegoMcTBeHHoM
ΦuHaHcoBoMKoHTpoJlevaIloKyMeHTanbHonpeBM3uMyqPe況AeH班扱, 瓦HpH刃TH軋
xo3姐cTBeHHHxopraH肥aq麟vacTpoHTenbcTB》の決議を採択 した(〔8〕140)。
この決議は,各 人民委 員部 と官庁が財務統制をお こない,管 理機構の下位の環
におけ る証愚書類監査 ※を少 な くとも年1回 実施す ること,を 義務づけた。 証
愚書類監査 の課題 は,① 取 引の合 法性 の点検,② 財務規律 と見積規律の順守,
③社会主義財産の横 領の防止,④ 財産や材料の着服 と非合法的支出の摘発 とし
た。 また,官 庁 内財 務統制 に よって,① 計画課題 の達成 と超過達成の余力の発
見,② 会計計算の実施 の点検,③ 取 引が最善に証愚書類へ記帳 されているか ど
うかの点検,④ 倉庫経営 におけ る材料計算の点検が なされ た。 さらに,簿 記係
は国家統制者 としての使 命を もつ のに対 して,監 査人は企業 と経済組織におけ
る適法性を厳守 し国家 の財務規律 と予算規律の組織者であ り先導者 としての使
命を もつ とした。決 議は,簿 記係 か らの資金不正支 出の申告を適時に点検 し,
監査 で摘 出された欠 点を取除 き,責 任者 の責任を問 うこと,を 要求 した。
※証愚書類監査 とは企業や組織の経済的,財務的活動を点検するために棚卸や実際の
分析と密接な関連のもとでおこなわれる証遵書類の統制のことである(〔7〕42)。
その後,官 庁 内財 務統制 と証懸書類監査業務内容を指導す るために,1938年
5月9日 付の ソ連邦人 民委 員会議 の決定に よって,ソ 連邦財務人民委員部統制
監査局 《KoHTponbHo.PeBva3uoHHoeynpa聞eHHeHapKoMΦHHaCCCP》が設置
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された(〔8〕141)。この局は,国 家予算 と地方予算,銀 行業務 と貯金業 務 の 分
野での統制機能を も果す と共に,人 民委 員部,施 設 お よび組織におけ る官庁 内
財務統制組織を点検す る任務を もち,ま た会計(上 級)責 任老が法令 で規 定 さ
れた権 限 と義務を履行 してい るか ど うかを監督する ことに なった。
その後 さらに,国 家の貨幣資産 と資材 の計算 と支 出に対す る厳格 な統制をお
こない,ま た政府決定 の実行を点検す るために,1940年9月6目付の ソ連邦最
高会議幹部会 の指令に よって,ソ 連邦国家統制人 民委員部 《HaponHHロKOMIiC・
、capHaTrocyAapcTBeHHoroKoHTpongCCCP》が設置 された(〔8〕141)。この国
家統制人民委員部には,、政府決定の未履行,物 的資産 と貨 幣資産 の非経済的支
出があ った場合,責 任者に対 して法的処分 と金銭 に よる弁償を求め る権限が与
え られ た。
官庁 内財務統制 と証愚書類監査につ いてのこ うした一連の施策 でしめされた
主要 な内容は,今 日にいた る までも維持 されている。 こ うした点 でも1936年の
決議 は重要 な意義を もっていた。
7会 計報告書とバランスの新規程
この時 期 に 会 計 を再 編 す るた め の重 要 な法 規 として,1936年7月29日,ソ 連
邦人 民委 員会 議 で 認 可 され た 「国営 と協 同組合 の経 済 機 関 と企 業 の会計 報 告 書
とバ ラン スに 関 す る規程 」 《nono】KeHlieo6yxra刀TepcKuxoTueTaxH6anaHcax
rocy瓦apcTBeHHHxHKoonepaTMBHHxxo3∬豊cTBeHHHxopraHoBM皿peよInpH兄丁ロn》
と,こ の規 程 の採 用 に つ い て の ソ連 邦 人 民委 員 部 の訓 令 が 公布 され た(〔8〕141)。
この 規程 は,1927年10月20日,労働 と国防 会議 が認 め た 「バ ラン スの作 成 と
バ ラ ン ス項 目の評 価 の 規 則」 《HpaBHnacocTaBneHlis6aAaHcalloqeHKIIero
CTaTen》に とって 代 る もの であ り,1936年以 後 も部分 修 正 を ほ ど こ さ れ つ つ
1952年1月まで存 続 した(〔3〕40,〔8〕142)。
1936年規程 は,① 独立 採 算 制 原 則 で 活動 す るす べ て の 国営 と協 同組 合 の 経済
機 関 は,年 度 の 会 計 報 告書 とバ ラ ンスだ け で な く,月 次 の会 計 報告 書 とバ ラン





























































国民経済発 展の5力 年計 画に よる大規模な基本建設は,建 設業 における会計
を改善 させ る必要 が生 じた。 このための施策 として,1936年2月11日,人民委'
員会議 と全 ソ連邦共産党(ボ)中央委員会 は,「建設問題の改良 と建設の廉価に
ついて」《06y』y唱皿eHHHcTpoMTeAbHoro江enaMo6yAe祖eBneHHIicTpoHTe刀b・
CTBa》を決議 した(〔8〕144)。決議では,「建築での建設見積価額 の順守を不断
に系統的に統制す るためには,建 築におけ る会計 と報告書は,建 築で発生 した
すべての費用を,見 積 と技術計 画に よるその価額 と対比 して把握 され る必要が
ある」 と明記 された。以後,建 設業の会計 と報告書には,見 積指標 が導入 され,
建設の重要 なすべ ての実際指標は見積指標 と対比 され ることに なった。
1938年2月26日,ソ連邦人民委員会議 は 「設計 と見積 の問題 の改 良 と建設融
資の整理につ いて」 《06yny脳leHMHnpoexTHoroHcMeTHorogellaMo6ynop.
9AolleHKM(1)HHaHcvapoBaHvastcTpouTenscTBa》を新たに決議 した(〔8〕144-145)。
この決議では,新 形態 の技術計画に対す る見積は建物の個 々の部分に も一定の
ノ ル マ
基準を設定す ること,よ って会計 は全体 としての建設客体だけでな くその客体
の部分についての費用 を も反映す ること,を 規定 した。 また決議は,建 設活動
の諸側面を規制す るもの として,例 えぽ,工 業建設の設計 と見積の作成に関す
る訓令,工 業銀行 に よる建設融資規則,建 設の請 負契約規則お よび請負契約 の





すでにみ た1936年7月29日付 の会計報告書 と・ミランスに関す る規程 の制定は,
基本建設の費用計算に も重要な変更を もた らした(〔8〕145)。それは,長 期 の
所要時間を要す る投資を減価償却基金勘定 と関連 した大修繕 とみ なし,逆 に地
所への支出費用を投資 とせず に将来 のための費用 とみなす,と い うことであ っ
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た。 しか し今 目では こ うした計算は していない。
1937年4月29目,ソ連邦人民委員会議は 「建設業務,金 属構造組立お よび設
備組立の管理 とサー ビスの費用 ノルマについて」 《OHOPMaXHaknaAHHXpac-
xo丑oBilocTpoHTenbHH]Mpa60TaM,MoHTa*yMeTannMqecKHxKoHcTpyKllvaAH
MoHTaxyo60pyAoBaHHs》を決議 し(〔8〕145),直接費お よび管理 とサー ビスの
ため の費用の項 目をいち じるし く削減 した。直接費は8項 目か ら4項 目に減 少
し,① 建設資材の費用,② 基本賃金,③ 機械装置稼動費,④ 運送費,職 場サー
ビス費,外 部 からの費用 となった。 また管理 とサー ビスのための費用は,① 建
設業務については直接 費の価額か ら算定 され,② 設 備組 立については設 備組立
にたず さわ った労働 者の基本賃金額 か ら算定 され ることに な った。 そ し て,
1937年決議で規定 された管理 とサー ビスのための費用 のこ うした内容は1955年
まで存続 した。
ところで,1938年2月26日付決議に よって採用 され ることに なった,建 設客
体についてだけ でな く建 設の個 々の要 素あ るいは個 々の業務につ いての資本支
出の原価計算は,会 計をいち じるし く複雑 なものに した。 このため,こ の方法
の変更が1941年に ソ連邦人民委員会議 に よって認め られ(〔8〕146),建設 業 に
おけ る原価計算の客体 は,個 々の建 物あ るいは個 々の設備 であるとし,建 築 の
個 々の要素 と個 々の業務 の原価計算は中止 された。
これ より少 し前 の1940年11月28日には,ソ 連邦財務人民委員部,ソ 連邦 ゴス
プランの中央統計管理 局は,投 資 と請負組織 の基本活動 の経常計算 のための勘
定計画を承認 した(〔8〕146)。これ に よ り建設業におけ る会計は統 一 され,こ
の統一勘定計画に もとつ く基本建設会 計の実施は,① 会計 の統一化を推進 し,






営商業企業規程に もとつ いて,商 業企業は複式簿記 を採用 して独立採算制の原
則で活動していたが,さ らに1935年2月の 「国内商業 の管理 の再編 につい て」
《OpeopraH肥aqllvaynpaBaeHH"BHYTpeHHettToproBnen>>のソ連邦人 民委員会
議 と中央執行委員会の決議 に よって,国 内商業の全 部門連合 も独立採 算制 の原
則を導入 し,ま た1935年9月1日付 の国内商業人民委 員部決議に よ つて,小 売
商業網 も独立採 算制へ と移行す るこ とにな った(〔11〕25)。
商業へ独立採算制が採用 され てい くなかで,人 民委 員会議 と全 ソ連 邦共産党
(ボ)中央委員会は,1935年9月25日,食料 品の切符配給制度 の廃止 と殻 物価格
の引下げを認 め,同 時に大衆需要品の単一価格を設定 した(〔8〕149,〔22〕1go)。
このため,小 売価格は商業網 におけ る費用 の変動 と関係な く固定 し,国 営商業
組織は小売価 格のための原価計算か ら解放 され た。
これ と関連 して,商 業 におけ る会計業 務は軽減 し単純にな った。卸売価 格に
付加 され る運送費や商業上の諸掛費 を決定す る必要 もな くなった。 なぜ ならば,
商業費を支弁す る小売価格に対 して一定比率 の割引が国家 に よって設定 された
からであ る。卸売倉庫にあ る商品は購入価格あ るいは小売価 格で計上 された。
小売商業 におけ る会計 は固定 した小売価格に もとついて実施 され るよ うになっ
た。商品の原価は,「商 品への賦課」勘定に計上 された商業割引を減算 し,「管
理 とサー ビスのための費用」勘定に計上 された運送費を加算 して,算 出 された。
すべての商業上の費用は 「流通 費」勘定に記帳 され,こ の勘定は卸売倉庫,小
売商業,野 菜貯蔵所,公 共食堂別にそれぞれ 開設 された。管理運営費 も個 々別
別に記帳 された(CxeMH6yxranTePcKllxnPoBonoKKcgeTHoMynnaHyHaPκoMBHy'
TopraCCCP,va3A.耳yHXy,1937.)(〔8〕149)。
しかし商業におけ る会計には欠点 もあ った。当時の勘定計 画は非常に老大 な
ものであ って,そ こには1939年か ら41年にかけては231にのぼ る勘定 が あ っ
た{8}。また,流 通費のなかには運送費,商 品の仕上 費 と分類費,荷造費,商品の
保管費,こ れ らの業務にたず さわ る要員の賃金 とい った,流 通範 囲におけ る生
産過程 の延長 をしめす 費用 が含 まれ ていた。 このため,商 業従業 員の賃金を遂
行された活 動の性質に応 じて区分す ることは実際に は不可能 であった。1939年
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には流通費は47項目か らなっていたが,そ の内容 も毎年変化 した。 その結果,
年度別の流通費を比較 して分析す ることもできなか った。い まだ流 通費の明確
な分類がなか ったのである。 これ らの ことか ら,商 業におけ る会計 をさらに改
善 させ る必要があった(〔8〕150)。
10農 業会計の発展
まず ソフホーズ会計についてみ よう。 ソフホー ズにおいては,1933年にはす
でにその独 自な会計制度 と134のバ ランス勘定※か らなる ソフホー ズの勘 定 計
画が制定 されていた。だが第1次 的計算は,基 本活動につ いての77種類 の証愚
書類,基 本建設についての36種類の証遇書類 をそれぞれ採用 して,極 めて煩雑
であった。バ ランスも固定資産 と流動資産 とい う二つの区分か ら な っ て い た
(〔8〕146)。こ うした欠点を もっていたが,こ の会計を基 礎に しなが ら,ソ フホ




を どのよ うに組織 してい るか を実態調査 し,そ の調 査資料 を総括 して ソフホー
ズ会計の改善策を作成 した(〔8〕146)。その結果,大 規模 なソフホーズ の 多 く
の農場 と部門は 自主バ ランスを もつ よ うにな り,会 計の カー ド式形態が ソフホ










バラソスで分類 す ることは 目的にか なった ことであ ること,を 認あた。 この訓
令はのちに修正 されたが,そ の基 本原則は変 らなか った。
なお,改 善策 として会計の カー ド式形態が導入 されたが,計 算を単純にす る
ために,ソ フホーズではそ の後再び会計 の帳簿式形態 の採用 が復活 した。
っ ぎに コル ホーズ会計についてみ よう。 ソ連では1930年か ら34年までに,農
業の集 団化は急 テンポで進展 した。 これ との関係で,コ ルホーズの前に も解 決
すべき多 くの会計 の諸問題があ らわれた。
まず,1932年か ら33年にかけて,全 ソ連邦 コルホーズ科学調査研究所は ヴ ォ
ルガ河下流の諸 コルホーズ研 究所 と共 同して,コ ル ホーズ活動 の新 しい条件 の
もとでの複式簿記採用 の実験 を試みた。そ の総括は手引書 「コルホーズの複式
簿記」 《Koaxo3HoecueToBoAcTBo∬oABortHoVacMcTeMe》として出版 され,手
引書はたち まちの うちに数版 を重ね,コ ル ホーズ会計への関心の強 さを しめ し
た(〔12〕32,〔13〕40)。
こうした状況 のもとで,ソ 連邦農業人民委員部は,1933年の コルホーズ簿記
についての訓令 で,専 門教育を受けた会計担当者がいる コルホーズでは,・会計
の日記元帳式形態を導入 して複式簿記を採用す ることを規 定 し た(〔8〕147)。
また1934年1月15日付 の ソ連邦人民委員会議 の 「コルホーズにおけ る会計 と簿
記の形態お よび義務的報告書につい て」 《0606s3aTensHonoTgeTHocTMll(pop-
MaxyueTavacqeToBollcTBaBKoπxo3ax》の決議 で も,大 規模 な コルホーズと
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MTCの サ ー ビス を受 け る コル ホ ー ズで は,会 計 は複 式 簿 記 で実 施 し,会計 形
態 は 日記 元 帳 式 形 態 を 採 用 す る こ と,そ の他 の コル ホ ー ズで は,単 式 簿 記 で会
計 を実 施す る こ と,を 規 定 した(〔8〕147)。さ らに 同 じ年 に,ソ 連 邦 農 業 人 民
委 員部 は 「コル ホ ー ズ簿 記 の指 導 要 綱 」《KpaTKoepyKoBogcTBonoKonxo3HoMy
cgeTOBOACTBy》を だ し,コ ル ホ ー ズ で の 複 式簿 記 の実 施 原 則 を簡 潔 明解 に 説 明
した。 この要 綱 を作 成 す る過 程 で これ まで に採 用 され て いた 帳 簿 形 態 は 吟 味
され,そ の 結果1933年の 訓 令 で 推薦 され た48形態 の うちか ら31形態 が 残 っ た
(KpaTKoePYKoBoAcTBolloKonxo3HoMycgeToBoAcTBy,IllyHXY,1934,c・3・)。す べ
フオソ ド
ての コルホー ズでは財産,生 産物,基 金,決 済 の棚卸を年度末に実施す ること
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とし,棚 卸につい ての特別 の訓令 も作成 された(〔8〕147-148)。
コルホーズ経営の改善に よって,1930年3月に制定 された 「農業 アルテ リ模
範定款」 は不十分 なもの となった。 このため,1935年2月17日の第2回 コル ホ
ー ズ員=突 撃除員大会で,新 しい農業 アルテ リ模範定款が採択 され,ソ 連邦人
民委員会議 と全 ソ連邦共産党(ボ)中央委 員会 の確認をえて公布 され た。現物所
得 の分配を規定 した新定款の第11条では,収 得 した収穫物 と畜産物 のなかか ら,
義務納入 と貸付種子返済につ いての国家に対す る義務 の遂行,サ ー ビスを受け
エ ム 　テ 　に ス
たMTCに 対す る現物に よる清算,播 種用種子 と家畜飼料 の貯蔵,諸 救済 ・
扶助基金 の蓄積,市 場販売用 生産物等 のための ものを取除 き,残 りを作業 日に
応 じてアルテ リ員間に分配す ることを明記 し,貨 幣所得 の分配 を規 定 した第12
条では,収 得 した貨幣所得のなかか ら,国 家へ の納税,保 険料の支払,借 入金
の償還,管 理運営費 の支払,文 化的必要費の支払,不 分割基 金※の補 墳等 をお
こない,残 額 をアル テ リ員間に分配す ることを 明記 した。 コルホーズでは,こ
の現物お よび貨幣所得 の分配 についての計算が実施 されていったが,他 方,減
価償却控除 と拡大再生産への利潤控除の代用 として不分割基金への貨幣所得控
除 がお こなわれ,生 産物の原価計算を しない で生産物は国家 の買付価 格で評価
され,コ ルホー ズ経営 の財務的成果 と取 益性 は測定 されない,と い う状態にな
った(〔12〕32-33,〔13〕40)。が,新 しい農業 アルテ リ模範定款 の制定を契機 に




1937年には,ソ 連邦 農業人民委員部 とソ連邦 ゴス プラソの国民経済 計算中央
管理 局は,コ ルホーズの定期報告 書の新 しい形態を導入 した。だがその結果,
報告 書は脹れ あが って不便 な もの とな った。そ こで1938年4月28日,ソ連邦人
民委員部はそれを廃止 して計算を簡略 にす るこ とを決定 した。 同時に この決定
は,コ ルホーズの報告書の新 しい形態を作成 し,す べての組織 で新たに規定 し
た この形態 以外 の報告書の利用 を厳禁 した(〔8〕148)。
(183)ソ ビエト会計発達史45
同じ年の1937年には,コ ル ホ 一ーズ簿記の専門協議会で審議 され ていた コル ホ
ーズ簿記の新 しい制度が,ソ 連邦農業人民委員部 とソ連邦 ゴス プランの国民経
済計算中央管理 局に よって承認 され,そ の後政府 の確認を えた。 この新 しい制
度を もとに して,コ ル ホーズのためにそ の能力に応 じた三つの簿記制度 を規 定
した決議 「コル ホー ズにおけ る計算 と簿記について」 《06yqeTeMcqeToBonc・
TBeBKonxo3ax》が,1939年1月31日に,ソ 連邦人 民委員会議 に よって採択 さ
れた(〔8〕148,〔12〕33,〔13〕40)。
決議では,① 貨幣所得3万 ルー ブル以上の コルホーズを除 き30農家世帯以下
のコルホーズでは簡略簿記 を採用す ること,② 貨幣所得10万ルー ブル以上 の コ
ルホ・一・■ズを除 き30-100農家世帯 の コル ホーズでは単式簿記 を採用す ること,
③貨幣所得10万ルー ブル以上で100農家世帯 以上 の コル ホーズでは複式簿記を
採用す ること,④ これ らの制度か らの記帳資料で年度報告書 とバ ランスを作成
すること,を 規定 した。複 式簿記 を採用 す る コルホーズでは,会 計の 日記元帳
式形態が導入 され,分 析計算※は補助簿で実施 され,記 帳を比 較す るために取
引一覧表が作成 された。 単式簿記 では,全 財産は取支別に11種類 の補助簿に記
帳され,総 合計算※※は実施 しなか った。簡略簿記では,わ ずか6種 類 の 分 析
計算帳簿で記帳す る最 も単純 な計算が実施 された⑨。最善の コルホーズ会 計 制
度はもちろん複式簿記であ った。単式簿記ではバ ランスも作成 できず,計 算の
正確性 も検証 できないので,そ の後漸次 コル ホーズ活動が強化 してい く過程 で,







同時に,ソ フホー ズ会 計 も改善 されてい った。例 えば,ソ フホーズの勘 定計
画のなかのバランス勘定 は150から88に減少 し,ま た投 資,住 宅公共経営,基
本活動は単一 のバ ラソスで表示 され る ように なってい った(〔8〕149)。
なお1930年代には,1929年6月5日の労働 と国防会議の決定 を契機 として,
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エ ム コテ 　エ ス
コルホーズ経営を援助す る機械 トラクター ・ステーAシヨン 《MTC》 の建設が
開始 された。発展 の初期においては トラク トロ ・ツェソ トル なる株式会社組織
エ ム ゆテ タエス
としてMTCは 設立 されたが,1933年9月2日の ソ連邦人民委員会議 の決定
ユ ム ロチ 　エ ス
以降すべ てのMTCは 国家に移管 され た(〔20〕205)。よって,ト ラク トロ ・
ッーmントル 《TpaKTopoqeH叩》 の もとでは独立採 算制 に もとつ く会計実施 と報
告書作成 の制度 が利用 されていたが,1933年9月以降は国家予算 と直接 結合 し
た会計実施 と報告書作成 の制度が採用 されてい くこ とにな った。 会計制度 の変
エム コテ ロエ ス
更 に ともない,MTCの 会計担 当者用 の指導書や参考書が1934年か ら35年に
かけて出版 され,新 しY・制度 の研究 もな された。そ して,1938年2月5日の ソ
エムヴテコエス
連 邦人 民 委 員 会 議 の 決定 「MTCの 融 資方 法 に つ い て」 《OnOPSAKeΦHHaHCM・
poBaHHgMal皿HHo-TpaKTopHNxcTaHqlin》と,1939年1月13日 の ソ連邦 共 産
党(ボ)中 央 委 員 会 お よび ソ連 邦 人 民委 員 会議 決定 「MTCの業 務 につ い て」 《O
エ ム コチ のエス
pa60TeMalllnHHo-TpaKTopHHxcTaHUMfi》とに よって,MTCは 国 庫 と直接 連
係 した会 計 制 度 へ 移 行 した(〔12〕33-34,〔13〕41)。
11第18回 党大会 ・党協議会と会計
1939年3月,第3次5力年 計画を承認 した第18回党大会が開催 された。 大会
では,「国民経済 の全部門での大 きな高揚は,国 民経済の計画化 と会計 の 組 織
化についてのすべ ての業務をい っそ う改善す る必要がある」 こ とが 決 議 され
(〔5〕702),そして計画化 と会計 の組織化につ いては,「計画業 務の再編 の 中 心
的課題は,経 済における不均衡 の発生を防 ぎ,計 画遂行に とっての新 しい余力
を摘発 し,そ して計画の実際 の遂行結果に よって個 々の部門別 と地方別 に修正
で きるような,計 画の遂行点検組織をつ くることである」(〔5〕702)と強 調 さ
れ た。 さらに,1941年2月1ご開催 された第18回党協議会 は,企 業活動 の財務 ・
経 済的指標に注 目した。協議会 では,工 場内独立採算制を強め,非 計画性を清
算 し,生 産物 の不均等 な生 産を な くし,設 備の完全な正確 な稼 動,器 具,燃 料,
原料,材 料,電 力等 の経済的 な支 出を喚起 した。 同時に,こ の要請に答 えるた
めには,会 計 と報告書のい っそ うの改善が必要 である とし,「工業企業 と鉄 道
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　 　 　 　 じ 　 ウ じ 　 　 　 　 の 　 　 ゆ 　 　 ロ ロ ウ コ 　 　 　 コ の
業は設備,あ らゆ る種類 の財産お よび材料 の正 し く組 織 された会計をもつ必要
があ る。党組織は正 しい会計 なしには企業 と鉄道を管理す ることができない こ
とを知 る必要があ る。基準 となるよ うな何ん らかの会計を もたない企業 の活動
は全 く考 えられない。 この ような企業 では,生 産は挫折 し,指 導者に とって予
想外の材料,半 製品,器 具,設 備の不足 が生ず るのは当然 であ る。設備 と材料
の会計を放置す ることは,企 業財源を正し く完全に利用 し,生 産の中断 なき進
展を確保 しようとす る管理者 を封ず ることに なる」(〔6〕18)と指摘 された。
こうして,第18回党大会 と協議会で経済指導の改善,国 民経 済のすべての余
力の最大限 の利用の諸 問題に注意が払われた ことに よ り(〔2〕23),会計の具体
的機能を強め,会 計の技法を簡略 して,会 計 の質を引上げることが決定 され,
工業企業の既存の第1次 的計 算の形態を簡略す るための再検討が なされ ること
になった。
決定に従 って,ソ 連邦財務人民委員部 と国民経済計算中央管理局は活動を展
開した。1941年には,ソ 連邦財 務人民委員部はいち じるし く規模を削減 した会
計報告書を導入 し,報 告書の指標を8645から2622に減少 させ た。 また,1941
年3月 には国民経済計算中央管理局は ソ連邦 ゴスプラソの中央統計管理局 と改
称した。つ ぎの段階では,生 産物原価についての第1次 的計算の形態 と報告書
が簡略化 され た。そ の内容は,① 四半期の計画原価計 算の廃止,② 品質 と晶種
別の月次 と四半期 の原価計算の解 消,③ 職場内に再分割 された原価計算の削除,
④報告原価計算におけ る技術 ・経済的指標 の増大,⑤ 原価計算 の ヒナ 型 項 目
名称の減少,⑥ 職場費 と全工場費の名称 の増 大 等 で あ った(《ByxvaaTePCKmb
yqeT》,1941,No.1,c.47.)(〔8〕151-152)。
1938年1月8日,ソ連邦人民委員会議は 「減価償却控 除の利用 と工業企業 に
おける修繕の改善について」 《06ucuonb30BaHHvaaMopTH3a叫盟oH服xoTqllcne・
HIIttHo6ynyq!ueHuvapeMoHTaBnpoMH田刀eHHHxnpepmpHHTMgx》の決議 で,
生産設備 の修繕 と減価償却制度 の改善 の問題を明 らか に した(〔8〕152)。この
決議では,固 定資産に対す る既存 の更新用償却率の外 に大修繕用償却率を新設
し,前者 の償却率か らの控除資金は工業銀行に集中 され て国家の管轄下にお き,
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それを基本投資 のために利用 し,後 者 の償却率か らの控除資金は ゴスバン クの
特別勘定に集中 されて個 々の企業 の管轄下にお き,そ れを大修 繕のために利用
す ること,を 規定 した。 また,1923年と1930年に制定 された これ までの更新用
償却率は,固 定資産の種類別に設定 された差別 償却率であ ったが,1938年の決
議は差別償却率 と共に人 民委 員部別の平均 償却率 を制 定 した(〔27〕28,〔28〕
233)。
第3次5力 年計画の達成に必要 な会計の改善には,ソ 連邦財 務人 民委員部,
各人民委員部,各 官庁 が積極 的に参加 してい った。そ の成果は,1938年の機械
製造業 と重工業人民委員部の生産物原価計算につい ての新 しい規程 と訓令の公
布 に,ま た1940年IO月9日に ソ連邦財 務人 民委 員部で認め られた全工業 のため
の最初 の統一勘定 計画 の制定に,そ れぞれ あ らわれた(〔8〕171,191)。
お わ り に
1930年代初期か ら第2次 世界大戦直前 まで の ソビエ ト会計の史実をみて きた
が,こ の考察か ら,第1に,会 計ノミラソス項 目が改善 され る と同時に,会 計報
告書 とパ ラソスに関す る規程が制定 された こと,第2に,生 産費計算 と生産物
原価計算 の新 しい方法 が決定 され る と共に,ノ ルマ会計が 導入 された こと,第
3に,会 計 と報告書 の改善 と簡素化が なされ,官 庁 間の財 務統制が発展 した こ
と,第4に,工 業の収益性を高め るた めに会計 が重視 され る以外に,基 本建設,
商業,農 業 の各部門におけ る会計 も整備 され てい った こ と,が 明 らかに なった。
こ うした ソビエ ト会計の諸 問題 は,会 計 デー タを経済 の計画化のために活用
す るとい う目的 のため よ りも,む しろ革命前か ら引継いだ遅れた ロシア経済の
社会主義 的改造 と建設を短期間に徹底 的に実現す るために活用す る とい う目的
のために,解 決 され てい った(〔17〕43)。
また,会 計の諸 問題 の解決 のためには多 くの会計幹部を必要 とした。 そ こで
当時,プ レハー ノフ国民経済 モス クワ単科大学,モ ス クワ工業経済単科大学,
レニソ グラー ド財政単科大学,国 民経済計算単科大学,モ ス クワ信用経 済単科
大学,全 ソ連邦財政経 済通信単科大学等 で,会 計幹部の養成 が お こ なわ れ た
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(〔8〕29g)。さらに,1931年11月には,1924年に設立 された会計担 当 者 連 合
《opy》は社会主義会計推進全 ソ連邦協会 《Boccy》に 改 組 され た が,こ の
Boccyも1936年には解散 し,そ れ以後は,ソ 連邦財務人民委員部が会計に対
するすべての指導 と監督 をお こな うことに な り,新 しい 月 刊 誌r会 計』 《By・
xraaTepcKvafiygeT》を1937年12月か ら発行してい ったam。
そして,1939年7月22日,ソ連邦人民委員会議附属経済会議で承認 された収
支バ ラソス※の制定に よって,計 画年度間の個 々の国営企業 の資金の需要 合 計
とその全財源を計算し,国 民経済の各部門全体の資金循環 の全景を把握 して,
その うえで企業 財政 と国家予算 との収支のつなが りを明確にす る ことがで きる
ようになった(〔19〕259)ω。 この時点で,会 計史上 最初 の統一国民経済計算制
度は確立 し,そ れに よって,1936年12月5日,第8回臨時全連邦 ソビエ ト大会
で採択 された新憲法(ス ターリン憲法)の 第14条で明記 され ていた 「国民経済計




ここに,ソ ビエ ト会計は 「社会主義社会 の生産関係に完全に立脚 した会計発
展におけ る新 しい段階」(〔1〕7)に到達 したのであ る。
(1)なお最近の ソ連では,「 ソ連邦結成60周年記念」を契機に して ソビエ ト経済の発展段階を どの
ように区分す るかが問題 とな っているが,こ れとの関連でソビエ ト会計の発展をつぎの時期に区
分しようとす る考え方がある(〔16〕12-13)。
第1段 階一1917-20年におけ る会計
第2段 階:一・ネ ップへの移行 とソ連邦国民経済復興期における会計(1921-25年)
第3段 階一 ソ連邦社会主義経済の土台の創造期における会計(1926-32年)
第4段 階一 ソ連邦経済の社会主義的改造の完成 と社会主義の勝利の時期におけ る会 計(1933-
37年)
第5段 階一大祖国戦争直前 と戦時における会計(1938-45年)
第6段 階一 ソ連邦国民経済の復興と発達 した社会主義経済の創造期におけ る 会計(1946-1960
年代初期)
第7段 階一発達 した社会主義の段階9こおける会計(1960-1980年代)。
{2)マズ ドロフの書物は現在までのところソ連で唯一の会計発達史の文献であ り,大 戦前のソピェ
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ト会計文献の入手は困難であるので,本 稿はマズ ドロフの書物に主として依拠している。
③ 例えば,中 央統制委員会 と労農監督局が当時お こなった ドンパス鉱山の調査に よれば,そ こで
は9070の指標を計算した64にのぼる報告書の形態を毎月作成 していた うえ,こ れ らの会計資料は




iこまで削減 させたとい う くHaaH》,1934,No.4,c.4.(〔8〕131)。
(5)もっともこの試みのなかtet:誤った内容も含 まれていた といわ れ る 〈(3aCOUHannCTHueCK"ti
ygeT》,1930,No・11,c.46H48・(〔8〕136)。
⑥ この点については引用文献 〔30〕を参照 されたい。
(7)例えば,『共産主義老』,『ロス トフ農業機械』,『電力』,『電気工場』の各工場,大10月 革命名さ
称工場,orny名 称 レニングラー ド工場等で普及 した(〔8〕138)。
{8>ig38年に導入 された勘定計画には300以上の勘定があった。そして,勘 定数を削減して204の
勘定計画が作成 されたのは1956年になってか らであった(〔11〕25)。
(9)簡略簿記を採用するコルホーズではつ ぎの6種 類の帳簿をもった。① コルホーズ員 とその家族
の帳簿,② 作業 日の計算とコルホーズ員との決済の帳簿,③ 棚卸帳簿,④ 現物および貨幣所得,
材料,基 金の帳簿,⑤ 出納係の収支帳簿,⑥ 施設および個人との決済の帳簿(〔12〕33)。
釧oPyのBoccyへ の改組,Boccyの 解散などについては引用文献 〔32〕を参照 されたい。
なおまた,1930年代にソ連で出版された会計文献については引用文献 〔31〕を参照。
ω 収支バ ランスはアケンチェフの書物 『工業企業の財務計画』<<B.¢.AKeHTbeB,ΦUHaHCOBNn
nnaHnpoMumneHHoro"pellnpHHTuH。1940・》等で解説されているが,そ の内容については引用
文献 〔19〕を参照されたい。
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